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I.  裸 題 

組織論は経営学においてきわめて 中心的位置 

にあ り，経営学の 基礎理論ともい う べき役割を 

担っている・ 企業経営を主たる 研究対象とする 

経営学にとって ， その主体であ る組織の解明は 

不可欠であ るからであ る・ 

こうした組織論は 今，新たな段階を 迎えてい 

る・組織論は 社会学・心理学・ 政治学といった 

学問について 大 ぎく影響をうげて 発展してきた 

が，それにとどまらず ，組織論自体の 成果が他 

の 学問に影響を 与えるに至っているⅡ・ 組織論 

は， 「輸入の時代」から「輸出の 時代」に入っ 

たということができる 2), 

組織論は組織の 行動・構造・ 変動を説明し 

解釈し， また批判することをその 目的としてい 

る ・そしてそのための 分析枠組や概俳・ 手法を 

つくりあ げてきた・組織論には ， 組織そのもの 

や組織間関係を 対象とするマクロレベルの 組織 

論と組織における 人間行動や集団行動を 対象と 

する，クロレベルの 組織論があ る 勒 ・ここでは， 

主にマクロレベルの 組織論を俳頭において ，組 

織論の現在について 素描することにしたい ， 

組織論にも新しい 動きが表われているが ， 次 

の四点に注目したい・ 第一には，組織の 見方の 

問 い 直しであ る・組織が複数の 人々の協働から 

なることについての 合意は得られているが ，組 

織をどのように 見るのか，組織とは 何かについ 

て，新たな視点からの 検討が必要であ る・それ 

は「組織論とは 何か」を自己反省する 試みであ 

るともいえ よう 4). 
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第二に，組織変動論の 展開であ る・かかる課 

題は，組織の 静態分析から 動態分析への 視点の 

転換を意味する・それは 時間の経過にともたう 

組織の変化をとり 扱 う 。 ， ・ イ ソ ベーシ， ンや 計 

画的変化とも 連動し，近年注目されている テ一 

て に他ならない． 

組織論の対象の 拡大・深化が 第三の動きとい 

えよう・組織 問 関係論の急速な 展開に代表的に 

表われている ", 新しい動きとして ， ここでは， 

分析枠組や組織連合の 問題をとり扱 う ・ また組 

織間関係がいかに 組織化していくのかというテ 

ーマを取りあ げる・ これは「組織の 組織」論と 

もよぶことができ ， 個別組織をこえたレベルの 

組織論の新展開でもあ る・ 

第四の動ぎは 戦略論と組織論との 接合であ 

る・従来，戦略論と 組織論は別々の 領域として 

展開されてきた ， 戦略の形成・ 展開が組織と ぃ 

ぅ 場で行われるということが 認識されるにつれ 

て ， 戦略論と組織論は 不可分なものとして 議論 

の展開が行われる よう になった・ この流れにつ 

いての検討は 行われてきたれ・ 

それと関連し 多角化やバロー " ル 化の展開 

といった戦略革新は ， 新たな関係会社をもたら 

し ，個別企業をこえた 企業グループレベルの 組 

織論を要請している・ ここではこの 問題をとり 

あ げることにする。 ). 

そこで組織論の 基本動向をふまえ ， それぞれ 

の テーマについて ， どのような点が 問題となる 

のか， どのようにして 解決を模索していくのか 

に注目し，若干の 検討を行 う ことにしたい． 
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11. 組 棚の見方 

組織をど う みるのか，組織とは 何かは組織論 

にとって根本的な 問 い であ る・組織の見方は 組 

織の理解にとって 重要であ るにとどまらず ， 組 

織の マネジメントの 観点からも重要であ る・ 

組織について 従来から種々 な モデルが提示さ 

れており， 機械・有機体・ 頭脳などのイメージ 

でとらえられている 鈴 ． まず，組織のモデル と 

して近年認められるに 至った " ヮ一 モデルにつ 

いて検討すること 忙したい・ 

④ 組織のパワーモデル 

組織のパワーモデルはパワー・コソ ブ リ クト 

を中核概俳として 組織を把握する 分析枠組であ 

り ，組織において 誰の利害が貫徹していくのか ， 

誰が支配するのか (Who Governs?) に焦点を 

あ てる ' 。 ). この見方では ，従来主流であ った合 

理モデルを批判し ， 組織を「各主体の 利害の対 

立と調整の場」， 「さまざまな 利害をもった パヮ 

一集団のネットワーク」としてとらえている・ 

すでにのべたよ う に，パワーモデルの 中核概 

念は パヮ 一にもとめられる・ 周知のごとく ，パ 

ワーという概念ほど 社会科学において 論争的 概 

， 念はたい・ ここでは， ノくヮ一 とは「他の抵抗を 

排してまでも 自らの意思を 貫徹する能力」とで 

も考えることにしょう "'. 組織における 主体の 

パワー は 自らにとって 有利なことを 他者にかす 

ことができることであ り， 自らの意思が 組織の 

決定や成果に 影響を与えることであ る・ 

ではなぜあ る主体が他の 主体に対してパワー 

をもっのであ ろうか・ これは パヮ 一の源泉の問 

題といえるが ，三つの側面から 考えることがで 

きる・第一仁は 当該主体が環境の 不確実性に対 

処できる能力をもっているかどうかであ り，第 

二は主体が稀少で 重要な資源を 保有しているか 

どうかであ り，最後に主体の 組織における 位置 

がどれほど中心的であ るかどうかであ る③・ こ 

うした三つの 次元をもてばもっほど ， 当該主体 

は他に対してパワーをもつことは 明らかであ 

る ． 

/"  。 ワ -" モヂル では，すでにのべたパ ％一の 源 

泉にとどまらず ，パワーないかに 戦術的に利用 

するのかをとり 扱 うし， " ヮ一 の 制度化もとり 

あ げる⑧． パ フ一 の 制度化は組織のパ ％一関係 

が 安定化していることを 意味する・あ る特定主 

休め パワーが組織全体に 対して有利になって い 

ることをい う "). パヮ 一の制度化により ，パ フ 

一 保有者は自己 仁 有利な方向で 構造を形成した 

り ，環境の解釈図式をつくりあ げる・ したがっ 

て環境変化に 対し，組織は 適切な対応できない 

場合があ る・なぜならば ，環境変化に 対処する 

ために適切な 部門にパワーが 布置されていない 

からであ る・そこで，パワー 構造の変化は パヮ 

一 制度化に対していかにうちかっていくかにか 

かっている． 

""  。 ワ - モデルは，組織において 誰がどの よう 

ャこ パワー な 形成維持転換 L, ていくのかをとり 扱 

うが， パヴ 一 の 明白な行使が 行われる局面にと 

どまらず，むしろ " ヮ 一の暗然的側面にも 注目 

しなければならない 瑚   

組織のパワーモデルは ，組織構造・ 経営戦略 

の解釈に次のような 示唆を与える・ 組織構造は 

組織のパ フ 一関係のネットワークであ り，誰が 

パワーを獲得して 行使していくのかにより 決ま 

ってくるⅥ・また 経営戦略の形成も 組織内覚の 

利害の対立と 調整の過程であ り，特定の要求が 

いかに支持を 獲得していくのかのプロセスとし 

て描くことができる ",. 

⑤ 組織の象徴モデル 

パ％ 一 モデルとともに ，組織の見方で 新たな 

脚光を浴びている 視角が組織の 象徴モデルであ 

る ⑧・組織の象徴モデルは ，組織の目に 見えな 

い深層レベルに 注目し意味・ 解釈・価値・ 正 

統性・文化をキーワードとしている・ 組織は解 

釈システム・ 意味システムとしてみなされ ， 組 

織 において意味が 共有されていく 姿に注目して 

議論が展開される・ 組織を文化としてとらえる 

こともあ る，。 ， ・組織の認識理論，現象学アプロ 

ーチなどは組織の 象徴モデルに 含まれることに 
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なる， 0). 

あ らゆる組織 親 は一定の人間観を 前提として 

いる・象徴モデルは ，組織における 人間は意味 

を構成していく 存在とみなされ ，意味を求める 

動物として把握される・そこで 組織における 行 

動 がいかに解釈・ 正当化されるのか ，人々が行 

動にどのように 意味を付与するのかが 中心に取 

り扱われる． 

組織を「共有された 意味システム」としてと 

らえるならば ，組織論の重要なテーマは ，組織 

において共有された 意味システムがいかに 形成 

・転換されるかを 解明することであ るお．そこ 

で組織において 何がのぞましいのか ( 基本価 

値 ), どのように行動すべきか ( 行動規範 ) の形 

成や転換が問題となるのであ る 朋 ． 

組織の象徴モデルで は ，組織の形成や 維持は 

言語を通じて 行われると考えている・ 組織では 

言語に よ る社会的相互作用を 通じて，価値やも 

のの見方についての 合意が形成され ， 多義性も 

減少していくことになる ",. そこで組織におけ 

る人々の意味形成や 共有は メソ ，一間の相互作 

用に依存しているが ， とりわけ意味形成・ 維持 

における経営者の 役割は重要であ る・従来， 経 

富者の役割は 戦略や組織の 設計であ ると考えら 

れてきたが，組織における 行動を解釈・ 正当化 

する意味の創造に 求めることもできる・ したが 

って意味創造の 手段であ る儀式・儀礼・ 神話な 

どはきわめて 重要であ る， 4). 

パワーモデルにおいて「パワー」の 制度化が 

とり扱われるのと 同じように， 組織における 

「意味」の制度化がどのように 行われるのかも 

問題となる，。 ). 意味の制度化は 言語活動を媒介 

に 行われ，組織における 重要な問題をとり 扱 う 

解釈規則を与え ，環境のとらえ 方 ，組織編成の 

あ り方についての 解釈基準を与えるものとな 

る・ また公式規則の 違反者に対して 制裁を与え 

ることを可能とするものであ る・ メソバ一の 意 

図を離れた， 意味そのものの 自立化が起こるこ 

とにもなる． 

ではいったん 形成された意味システムの 変化 

はどのように 行われるのであ ろうか・意味シス 

テムの変化は ，組織において 共有されている 価 

値やものの見方の 変化であ る・古い見方への 転 

換は環境によってきっかけは 与えられるもの 

の，新旧システムの 対立・抗争を 通じて行われ 

6 点こそ重要であ る "). その意味では 旧来の支 

配的意味システムの 変化が組織変化 ( の一部 ) 

であ るともいえる． 

組織における 意味世界をめぐる 対立は単に言 

語を通じた説明活動による 認識の修正によって 

解決することはない 点にほ留意しなければなら 

ない・かかる 対立がむしろパ フ 一関係によって 

解決される・その 意味で組織の 象徴世界の変化 

は パ フ 一の世界にも 依存しているのであ り， 象 

徴 モデル と パワーモデルとの 相互関連のなか 

で，組織を説明，解釈することが 求められてい 

る・それは，理念と 利害の弁証法的関係から ， 

組織変動をみることにもっながるのであ る，，，． 

I11. 組 機変動論の展開 

社会学においては 社会変動論，経済学におい 

ては経済変動論が 究極のテーマであ るのと同じ 

よう に，組織論においても 組織変動論は 中核的 

な課題であ る・近年，組織革新・ 進化・発展の 

問題として注目されている ， 8). ここでは，組織 

変動論を展開していくための 基本的事項につい 

て 検討することにしたい． 

組織変動 (Organization Change) とは何であ 

るのかについてまず 考えてみることにしょう． 

従来組織変動は 職能部門制から 事業部制への 変 

動に代表されるような 組織形態の変動としてと 

らえて きた ". しかし組織変動は 単に組織形態 

変化にとどまらない・むしろ 組織全体の変化で 

あ り，戦略・ " ヮ一 ・意味 ( 文化 ) . 形態といっ 

た全体的変化に 他ならないⅥ・すでにのべた 組 

織の見方に則していえば ，組織変動は 既存のパ 

ワー構造が崩壊し ， 新たな " ヮ一 構造を形成す 

るプロセスであ り，従来の意味システムに 代わ 

って新しい意味システムが 創出されることであ 
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る "). したがって従来の 主流的考え方は 組織変 

動のあ る側面に注目しているにすぎず ，組織変 

動を総合的に 複眼的に把握することが 重要であ 

る 切 ． 

次に組織がなぜ 変動するのかについて 検討す 

る ・従来，組織変動の 動因については ，環境要 

因にもとめてきた 8%, たしかに環境変化は 組織 

変動のきっかけを 与える重要な 要因であ る・ し 

かしながら，環境変化をど う 解釈するのか ， 環 

境 変化に対処する 能力がどこに 布置されている 

のか，誰がパワーをもっているのかといった 内 

部要因を考えることなしに ， 組織変動を充分に 

説明することはできない・ 

パワー構造と 意味システムとの 内部矛盾は 

組織変動の動因として 位置づけることができ 

る ",, そこでパワーをもつ 主体が メ ソバ一に対 

して適切な理念や 価値を創造し 人々からの コ， 

ットメソト を獲得できないときには ， また組織 

や 環境に適合した 理念や価値をもつ 主体が十分 

な " ヮ一 をもっていた 目ならば， 組織変動へ導 

くこととなるであ ろう・そこで 組織のパワー と 

意味の矛盾が 形態変化をもたらすと 考えること 

にしたい． 

また環境と組織との 不適合も組織変動につな 

がる・このよう V=, 組織変動は環境要因と 内部要 

因との複合した 関係から説明することになる・ 

組織変動論 は 組織のライフサイクル 論とも 結 

びついている 鋤 ・組織は人間と 同じように，生 

成・成長・成熟そして 衰退して い く・組織のラ 

イフサイクルの 各段階には，解決しなければな 

らない固有の 課題があ ることが知られている・ 

各段階の戦略・ 組織構造・管理システムそして 

組織文化の特徴についてはすでにすぐれた 業績 

が存在している⑥・そこで 組織ライフサイクル 

とパワーとの 関連について 考察する "). 

組織の発展段階と 関連した固有の パフ一 問題 

があ る・両者をつなぐ 共通のロジックは ， 各主 

体は自己利害追求のためにパワーを 保持・発展 

させるということであ る・組織の創業期のパワ 

ー問題はトップによる シソ ボリッバ・マネジメ 

ソト として表われ ， トップによる 理念形成と共 

有が必要になる・ 成長期には，制度化こそ 重要 

であ り，支配集団 ( パワーホルダ づ が自らの 

もとにパワーがとどまるように 予算等のルール 

をつくりあ げることであ る・組織の再生期 ( 衰 

退期 ) の " ヮ一 問題は，変化に 対する抵抗にい 

かにうちかっていくのかに 要約される・ 再生期 

の組織は過去の 伝統から訣別 し 将来の発展の 

ために変身していくかにかかっている・ ここで 

0 対立図式は改革派 対 保守派であ り， 改革派は 

保守派に対し ，結託形成や 参画等をつうじて 支 

持者をふやすとともに ，新しい方向への コ，ッ 

トメソト をつくりあ げなければならない・ 

また組織変動論は 組織の計画的変化とも 関連 

している・特に 組織が現状から 望ましい状態へ 

移行していく プ p セス ( 移行 期 ) の解明とその 

ための手法こそ 求められている 58). 

IV. 寅源 依存パースペク テ イブ 

近年急速な展開を 見せている組織論の 新たな 

分野が組織間関係論であ る・組織間関係論は 組 

織と組織との 関係がなぜ，いかに 形成・展開し 

ていくのか，組織 問 関係のネットワークがいか 

に生成・転換していくのかの 解明を課題と L, て 

いる 39). 

組織開関係は 組織と組織との 間の何らかの 形 

のつながりをい う ・従って組織 問 関係 仁は ， ま 

ずヒト・モノ・カネ・ 情報を媒介とする 関係が 

あ る・ また単なる取引関係を 超えた組織間の 共 

同行動や共同組織の 形成も含まれる・それには 

合弁や業務提携，業界団体など 多様なものがあ 

る・こうした 組織間の意図的共同行動の 側面を 

重視したい・ 

組織間関係論では ，価格機構によって 調整さ 

れる自律的な 関係や公式権 限によって調整され 

る階層的関係よりも ，互いに自律し しかも相 

互依存している 組織 問 関係を主にとり 扱う・ 従 

って，組織と 組織との交渉により ，合意がいかに 

作り上げられていくのかが 問われるのであ る． 
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組織 問 関係の分析枠組についてはさまざまな 

論者が提示しているⅢ・ ここでは組織間関係論 

の支配的パースペクティブであ る資源依存パー 

スペクティブを 中心にとりあ げる "). このパー 

スペクティブは 現状では， なぜ組織間関係が 形 

成 ・展開していくのかの 優れた枠組を 提示して 

いるからであ る． 

資源依存パースペクティブは ，組織を基本的 

分析単位とし ，次のような 前提にもとづいて 構 

成されている・ 第一に，組織が 存続・成長してい 

くためには， 他 組織から資源を 獲得しなければ 

ならないということであ る・ このような 他 組織 

への資源依存のために ，組織は資源の 獲得・処分 

をめぐって 他 組織との関係を 形成する・第二に 

は ，組織は自らの 自律性を保ち ， 他 組織への依存 

を回避しょうとする 存在だということであ る・ 

ここでは，依存は 組織間関係を 説明する基本 

概念であ る・組織で他組織に 依存していること 

ほ 組織の自主性が 他組織によって 制約されてい 

ることを意味し 他 組織が当該組織にパワーを 

もっていることであ る． 

では組織はどのような 条件のもとで 他 組織に 

依存するのであ ろうか・組織は ，組織にとって 

他 組織の資源が 重要であ ればあ るほど， また組 

織がそれ以外から 必要とする資源を 獲得できな 

ければできないほど ， 他 組織に依存していると 

考えられる・すなわち ，組織の他組織への 依存 

は， ① 他 組織が保有しコソトロールしている 資 

源の重要性，② 他 組織以覚からの 資源の供給可 

能性の関数であ る・ 

こう L, て 組織の他組織への 依存は，組織間関 

係の " ターソ ( 組織間の資源交換過程と 組織の 

資源への必要性 ) から生じるのであ る・ 

資源依存パースペク テ，ブは ， なぜ組織間関 

係が形成展開していくのかを 明らかにし組織 

間の非対称関係 (" ヮ一 不均衡 ) の形成理由を 

取りあ げている・ そこで組織間の 依存関係を 

いかにマネジメントするのかが 次の課題とな 

る 切 ・それには二つの 課題があ る・第一に， い 

かなる組織間調整メカニズムを 通じて組織間の 

依存関係に対処するかであ り，第二には ，組織 

間のパワー不均衡に 対してどのように 対処する 

のかであ る・ ここでは，第一の 課題に焦点をあ 

て，議論を進めたい・ 

組織間調整メカニズムは 組織と組織の 間を調 

要 する方法であ り，合弁・業務提携・ 協定・ p 

ビ イングなどが 含まれる・ この調整メカニズム 

を資源依存 " 一 スペクティブに 立って統合的に 

明らかにしたい． 

そこで組織間調整メカニズムは ， あ る組織が 

他 組織への依存をいかに 回避し，処理・ 操作し 

ていくかを問 う ことになる，資源依存パースペ 

クティブでは ，組織が他組織との 依存関係を処 

理する戦略を ，依存の操作の 違いにょり，次の 

三つぼ分類している "'. 

第一の戦略は ，依存そのものの 吸収・回避を 

目指す「自律化戦略」 (Autonomous Strate 緩 ) 

であ る・それには ，直接依存関係を 吸収する 会 

併や垂直的統合， 内部努力で依存の 必要性の解 

消や低減を図る 内 製化 ・内部化が含まれる・ 

第二は「協調戦略」 (Coop 。 ， ative Strategy) 

であ る・依存を認めた ぅ えで， 他 組織との折衝 

で合意を見けだし 良好で安定した 関係を形成 

しょうとする 戦略であ る・例えば，業務提携や 
団体交渉のような 協定締結，重役の 派遣・兼任 

・受入れ，合弁や 調整機構の設置など 連合形成 

があ る． 

第三には「政治戦略」 (Politic 田 Strategy) で 

あ る・ 自律化戦略や 協調戦略のように ，依存関 

係を当事者間で 操作するのではなく ， 第三者機 

関の介入あ るいは第三者機関への 働きかけを通 

じて間接的に 操作するものであ る・政府の規制 

や ロビインバなどがこれに 含まれる・ 

このように資源依存 " 一 スペクティブでは ， 

組織 問 調整メカニズムの 多様な形態が 三つに分 

類され， その位置づげも 明らかにしている． し 

かも，垂直的統合，合弁，兼任重役， p ビ イソ 

グ などの多様な 組織間調整メカニズムを 統一的 

にとらえることを 可能とした 44). 

これらの三分類のうち ，現在最も注目されて 
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いるのは「協調戦略」であ る・すでにのべたよさ 

に，それには 共同で生産・ 販売するために 提携 

を結んだり，新しい 合弁を開始することなどが 

含まれる・そこで 次節では組織間の 提携や合弁 

といった組織連合に 注目して議論を 進めたい・ 

V. 組織連合 

組織連合 (Alliance) は組織間調整メカニズ 

ムの一 つ であ り，複数の組織が 結びついて共通 

目標を達成しょうと 努力することであ る 鋤 ・ 

資源依存 " 一 スペクティブにもとづげば ，組 

織連合は次のような 場合に形成されると 考える 

ことができる・ 「組織は自ら 保有 L ていないが 

必要とする資源を 持っている他組織と 連合す 

る」ということであ る・ また組織連合は 互いに 

欠けている資源を 補うといった「相互依存性」 

を べ ー スとした関係でもあ る． 

また組織連合は 個別組織では 解決できない 問 

題に対処するためにも 形成される，。 ). 個別組織 

をこえた共通問題を 自覚すればするほど ，組織 

間の共同行動が 必要になるからであ る． 

こうした組織連合は ，組織にとってのコスト 

とべネフィットを 勘案しつつ形成される・ 組織 

連合が継続・ 維持できるかどうかは ，連合した 

組織にとって 互いに初期目標を 達成できたかど 

ぅ かにかかっている 甲 ・ しかもそれぞれの 目標 

の成果が将来にわたって 達成できる可能性が 高 

ければ高いほど ，組織連合は 維持されることに 

なる・ よ く指摘される よう に「連合の初期の 経 

験が次の成功を ょぶ 」のであ る。 8), 

ただし組織連合の 維持は外部環境の 変化に 

も依存している・ 連合を促進した 外部要因がな 

くなったり，初期の 連合目標が外部環境の 変化 

で無意味になったりすると ，連合の維持は 難し 

くなる・また 組織連合の維持のためには ， トッ 

プマネ 、 ジメントの コ、 ッ トメントが重要であ 

る・連合を通じてトップの パヮ 一基盤が失われ 

ないことが必要であ り， トップへの支援体制の 

確保やトップと 連合そのものとの 一体感こそ 要 

請 される・ 

次に組織連合をどのようにマネ 、 ジメントして 

いくのかを検討してみよう・ 組織連合のマネ 、 ジ 

メントについては ，合弁への参加者の 出資比率 

の問題やパートナー 選択の問題などの 個別的な 

とりあ げ方はあ った。 9). しかし連合マネ 、 ジメン 

トを統合的にとらえ よう とする視点が 欠けてい 

た」． 

そこで戦略マネジメントサイクルという 考え 

方 と結びつげて 議論を進めてみたい 鵬 ・戦略マ 

ネジメ ソ トサイクルでは ，戦略を形成・ 具体化 

・コソトロールというサイクルとしてとらえて 

いる れ '. まず，戦略目標が 設定される・ 次にそ 

の目標を達成するための 具体的なプロバラムが 

作成される・そして 戦略プロバラムを 実行する 

ための資源配分が 行われる・ この一連の流れを 

監視・コントロールするのであ る． 

組織間レベルの 戦略方向 づ げは，組織連合 そ 

のものの目標を 設定することであ る・ 目標設定 

過程は，単一組織ではなく ，組織の集合体であ 

るために複雑なものになる・ 各組織の連合への 

動機は様々であ り，各組織の 利害調整を通じて 

連合目標が形成される・ 

連合目標を達成するためのプロバラム 作りが 

次の段階となる・ これは，連合目標を 達成する 

ために参加する 組織がどのような 役割を果た 

し どのように協力していくのかを 明確にする 

ことであ る・連合において ， 「 各 メソバ ー が何 

をするのか」を 明らかにするのであ る・ 

第三の段階は 戦略的資源配分であ る・これは， 

連合に対して 各組織がどのように 資源を配分し 

ていくかということであ る・連合の推進には ， 

ヒト ， モノ， ヵネ などさまざまな 資源が必要で 

あ り， この資源が連合メソバ 一によって十分に 

提供されるかどうかがそのカギを 握っている・ 

そして， このように形成・ 具体化された 戦略 

を 評価し是正するのが ，戦略コントロールの 段 

階となる・ ここには，戦略的な 方向 づ げの前提 

となる環境要因のコソトロール ， 戦略 プ p グラ 

ふめ コソトロール ， 戦略的資源配分のコントロ 
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一め が含まれる・ 

このように組織連合のマネ 、 ジメソト は，戦略 

マネ 、 ジメソト の枠組みの中で 統合的に展開して 

いくことが必要であ ろう． 

VI. 「 組杖 の 組棚 」 論 

個別組織の行動・ 構造・変動の 解明という枠 

をこえて，組織の 集合体組紐バループを 対象と 

する組織研究が 新たな展開をみせている・ この 

領域は「組織の 組織」論とでも 称することがで 

きよう。 ". 

「組織の組織」論は 近年注目されている 組織 

間関係論の一分野として 位置づげられる・ 「 組 

織の組織」は 高田保馬教授によって 提示された 

概念であ り，組織論の 観点から，社会理論を 構 

成するものともいえる 瑚 ．かかる理論は ，組織 

の集合体の「組織化」をとり 扱 う 領域と考えた 

い・すなわち 組織の集合体を 分析単位と t,, そ 

0 組織化に分析の 焦点をあ てる・ 

従って， 複数の組織がいかに 一定の意思のも 

とに調整され ，いかなる調整の 仕組みが作られ 

るのかが問われる・ ここでいう組織化とは 規則 

や 規範が形成・ 維持していくことであ り，組織 

集合体レベルの 公式組織および 非公式組織の 形 

成と展開であ る・ また組織間の 対立・競争 ょ り 

も組織間の協力・ 共生が強調される・ 

そこで「組織の 組織」論では ，組織間の規則 

や 規範の形成・ 展開の規定田 や メカニズム，変 

動プロセスの 解明はきわめて 重要であ る 鱗 ・ 

ではどのような 分析視角からこうした 課題に 

接近していくのであ ろうか・われわれは 組織の 

集合体が・ それをとりまく 環境によって 決定さ 

れるという環境決定論 (Determjsm) の立場で 

はなく， むしろ環境から 独立した主体として 自 

らを構成していく 自由意思論 (VoIunt 田 ism) の 

観点を重視している 邱， ・そこで組織間変動の 要 

因は環境変化ではなく ，内部要因に 求めること 

になる・組織の 集合体は決して 個別組織の寄せ 

集め (ag は egate) ではなく，異なった 利害や価 

値 をもった組織からなる 統合された全体 (Inte- 

軍 ated Whole) として存在していると 考えら 

れ，組織間の 対立と調整という 視点から，組織 

間変動はとり 扱われることになろう。 。 '. 

「組織の組織」論は 諸組織を調整・ 媒介する 

組織 ( 媒介組織 ) に焦点を当てて ，組織間関係 
の組織化を分析しょうとする・ こうした領域は 

業界団体， コ ， ュ ニティ組織，産業振興のため 

の組織，異業種交流バループ ，規制団体などを 

対象として展開されることになろう・ 

媒介組織は次のような 機能を担っている。 ". 

まず組織間のコミュニケーションネットワーク 

の中心的位置を 占めることによって ，構成組織 

間の情報交換の 円滑化を図る ， 次には組織間の 

意思統一を図り ，共同行動を 確保することであ 

る・第三に組織間の 価値的 っ ながりを作りだす 

ことであ り，構成組織間に 我々意識や信頼を 醸 

成することであ る・ 

こうした対内的機能とともに ，対外的機能も 

果たしている・ 媒介組織は政府や 地方自治体に 

対し 政治的影響力を 行使するとともに ， 政府 

や 地方自治体からの 脅威に対し ， メ ソバ一に対 

する防波堤としての 役割を担う・ 

なぜ， どのように媒介組織が 生成・発展して 

きたのかは重要なテーマであ る・すでにのべた 

よう に，環境要因 ( 経済的・政治的 ) とともに， 

構成組織の数，組織内のパワー 構造などの内部 

要因も充分考慮され ば げればならない⑧・それ 

に 加えて，組織の 歴史的要因も 無視できない。 9). 

VII. 企業グループの 組織論 

企業の多角化やバロー " ル 化の展開は，企業 

にとって 新 L. い 関係会社群の 増加にとどまら 

ず，多様な異質の 関係会社を抱えることにな 

る・ しかもリストラクチャリ ノバ に伴う分社化 

の推進は，本社と 関係会社からなる 企業グルー 

プ 0 組織論を必要としている・ しかしながら ， 

企業グループの 組織論は本格的に 展開されてい 

ない 80). 
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従来の企業グループの 考え方は，中枢・ 周辺 れている・ しかもグループの 広報誌の発刊もそ 

モデル (Center.Periphery Model) であ り，中 

枢であ る親会社のもとに 周辺であ る子会社が配 

置されるというモデルであ る・ したがって，子 

会社の自主性は 軽視され，親会社の 意図のもと 

に従属する存在として 位置づげられる・ 資本と 

人を媒体として ，親会社が子会社を 支配すると 

いう構図であ った・すなわち 所有関係をべ ー ス 

とした本社子会社関係に 他ならない・ 

すでにのべた よう に，戦略革新は 新たな発想 

にもとづく企業グループの 考え方を要請してい 

る・ しかも環境の 変化ともむすびついて ， グル 

ープ内企業の 成長もグループ 変動への重要な 要 

因であ る・ グループ企業の 成長は親会社に 対す 

る自らの自主性をもたらすからであ る・ 

そこで新しい 企業グループの 基本的な考え 方 

は，関係会社の 自主性を生かしながらグループ 

全体としての 統合をいかに 図るか，言いかえれ 

ば個々の関係会社の 成長を図りながら ， いかに 

グループが成長を 遂げていくのかにあ る 轄 ， こ 

うした考え方はバループキットワーク と 呼ぶこ 

とができる・このモデルは 次の三点を重視する． 

①グループ企業の 自主性，②グループ 企業間の 

相互依存性，③企業グループの 統合力であ る． 

グループ企業が 高い自主性を 持って運営され 

ていればいるほど ，企業グループの 統合力を何 

に求めるのかが 問題となり，そのための 仕組み 

をいかにつくっていくのかが 重要になる 62). 

第一の統合力はグループ 価値・理俳であ る・ 

グループ価値・ 理念は， グループがどのような 

方向にいくのか ， グループが何であ るのかまた 

あ るべきかを明らかにする・いわば 企業グルー 

プにとって原点を 与えるものであ り，事業展開 

において自らを 反省するという 機能を果たして 

いる・ またグループ 企業の情報融合の 触媒でも 

あ る． 

企業グループの 統合力は情報共有に 求めるこ 

とができる・ グループ内の 情報共有は， トップ 

マネ 、 ジメソト， 、 ドルマネ 、 ジメソト ， 職能， プ 

ロジェクトごとの 多重的な横断組織によ ， 9 行わ 

のための手段であ る・ こうした多重ネット ヴ （ 

ク による情報共有はグループ 企業の連携の 場を 

作るとともに ，情報の，キシ ソグ の機会を与 

え， グループ企業の 協力により，新しい 事業を 

創出することにもなる 朗 ． 

関係会社を育成し 企業グループの 成長を図っ 

ていくためには ， グループを統括する 機構の創 

出も必要となろ う ． こうしたグループセンター 

は戦略的調整と 情報による支援という 二つの 機 

能 を担 う ことになる。 4a). 

組織論の新しい 流れに留意しつつ ，組織論の 

現状について 検討を行ってきた・ 四つの流れご 

とに，組織論の 見取り図とともに ，今後展開す 
べき方向を明らかにしてきたのであ る． 
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た   25) R ・ Brown, "Bureacracy as Praxis", Adminis- 

J,Galbraith  et 。 甜 ro 化 綴 Ⅰ m クル 用帥 f ㎡ ion,2nd 
E は れ ィ ㏄， West, 1986.  において， チャンドラ以 

降の「戦略と 組織」に関する 議論の整理が 行わ 
れている， また D. NadIer, M  .  Tushman, 

S 勒 Ⅰ d 化 g ゎ O ァ 9 壌れ iZatio れ De Ⅰ i9 れ ， SCOtt,  FOTeS- 

man,  1988. 

日本の企業グループの 現状については ，麻生毛 
" 企業集団管理 ",  都築 案 ( 編 )  『現代企業経営 
論』，新評論， 1984 年． 
G. Mo,gan, o タ ・ c わ ・ 

J.  Pfe は er,  P 。 ひ 。 r  伍 O,g"niz 眈 i0 榔 ， Pitman, 

1981.  H.  Minzberg,  PoW 。 r  施 "nd  oround 

Organiz ㎡ i0 榔 ， P,entice.halI, 1983. 

@ 、 7-@@;@"H 、 > ， C@: ， S ・ Bachrach@ and@ E ・ 

LawIer, Po 田ビ Ⅰ は れれ Po 「れ下 cJ  ィれ 0 Ⅰ 9 Ⅰ 打 iz 壌亡ィ on$, 

Jossey ・ Bass ， 1980. 

W ， Graham@Astley@and@P ， S ・ Sachdeva ， "Struc ・ 

tural@ Sources@ of@ Intra ， organizational@ Power" ， 

Academy@ of@ Management@ Review ， 9-1 ， 1984   

J ・ Pfeffer@ (1981) ， Bachrach@ and@ Lawler@ (1980) 

を 参照のこと． 
J. P Ⅰ e Ⅱ e Ⅰ and  G. SaIancik, T わ e  E Ⅹ ヰピ Ⅰれは z Co れ ・ 

ⅠⅠ。 Ⅰ。 Ⅰ 0 Ⅰ gc れ az 巴が 0 れ J, Ha Ⅰ per  and  Row, 1978. 

山倉 " 組織のパワー・ダイナミックス ",  R Ⅰ RI 

流通産業 1987 年 8 月． 
K. Walsh, B. Hinings, R. G て eenwood, S. Ran- 

son,"Powe Ⅰ and  Advantage  ln  Or 甲 nizations,", 

Organization@ Studies ， 2-2 ， 1981. 

C ， Hardy ， "The@Nature@of@Unobrusive@Power" ， 

Jou Ⅰれ口 z o Ⅰ Ma れ dg ピ m Ⅰ れ止 S 丘 ud Ⅰ ピ Ⅰ， 22-4, 1985   

J ， Pfeffer,@ Organization@ Design,@ AHM@ Pub ・ ， 

1978. 
A.  Pettigrew,  T わ ピカ 田 d% とれに れ g  Gi Ⅰ れ f,  Basil 

Blackwell ， 1985   

象徴モデルの 意義と全体像 は ついては山倉， 

" 組織論の新展開 ", 横浜経営研究， 3 円， 1982 
年． 

組織文化についての 本格的研究としては ， E. 
SChein,o ァ 9 複れ iZ 祝 io れ C は Jf ぴ Ⅰ 6% れば エ % セパ ん 申 ， 

Jossey.bass, 1985. 

・加護野忠男『組織認識論』，千倉書房， 1988 年． 
M.  Reed,  R ㎡ 沖 。 。 fio が 而 0 は ほ 市 z" お on ㎡ 

力 nafy5%, Tav ㎞ ock  Pub.,  1985. 

G. Mo,g 、 n, 前掲 書 ． 

J. Pfe は er, "Management as SymboIic  Action,,, 

in  L. L. Cummin 穿 (ed) 化 e5e 口 rc 九 %  Org0 ㎡ - 

z 乙 だ 。 れ B6 わ乙 ㎡。 ひ r, vo1. 3, JAI  PTess,  1981. 

D  . NadIe Ⅰ and  M, Tushman, op. cit. (ch. g) 
k. Daft  and  R. Lengel, "Information  Rich- 

ness",in  B.M.Staw  く eds)Re Ⅰ e 晩 Ⅰ c わん れ 0 ゲ 94 れ i- 

zd 亡 io れ Be わのひ iou Ⅰ， vo1. 6, JAI  P て ess, 1984. 

Ⅰ・ Pfe は e Ⅰ (1981) 
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tration  Science  QudT 招 rJy, 23 る ， 1978. 
A.Pe ㎡ 駐 ew  (1985) および A.Pe ㎡ 肝 ew,"Con- 

text and  Action  in  the  Transformatjon  of the 

FiTm 。 ， Jou,n"f o/  M"n"gement  Sfudi 。 ，， 24-6, 

1987. 

これは M  . ウェーバ一の 問題意識であ る．こう 

した視角は， N  .  Tichy,  Mandg 劫 g  鰯 ro 化 gic 

Change, Joh 、 n Wiley & Sors, 1983. や C.R. 

Hinings and R. Greenwood, T 乃 e Dy.namic 釜 

of Stratceeic Change, BlackweIl, 1988. にも 

みられる． 

加護野の組織認識論や 野中の企業進化論も 究極 
のねら ぃ は新たな組織変動論を 構築することで 

あ るともいえる． 
A. D. ChandleF, 文 Ⅰ 巴比紺 めれ ば甜 Ⅰ ひ ct はⅠ e, れ Ⅰ IT 

Press, 1963, 

組織変動をゲシュタルト 変化としてとらえるこ 

とであ り，多面的に 把握することの 意義につい 
ては近年認識されつつあ る． 
Hinings and Greenw ぴ田 (1988) を参照のこ 

と ．変動の方向をどのようにみるのかはパワー 
構造や意味システムをいかに 分類するかにかか 
，っているといえよう．例えば N.Tic 吋 (198 の 
や Hinmng et (1988) など． 

組織変動論の 構築において ，あ まりにも一般的 
な概念をつかうことは 議論の焦点をむしろ 拡散 
することになる．組織レベルに 足場をおいた フ 

レームワークが 求められている． 

富永健   @  " 組織変動の理論をめざして ", 組織 

科学 22 巻 3 号， 1988 年． 
パワー構造そのものの 矛盾，意味システムの 矛 

盾も組織変動の 重要な動因であ ると考えられ 
る 
J. Quinn and J. Ⅲ mberly, "OrganizationaI 
Life CycIes and Shifting CTi Ⅰ eTia of E Ⅱ ec Ⅱ ve- 

ness", MoMgem ㎝ t Sc 佗 nce 2g,1, 1983. 

戦略と組織構造については ， J.G 、 lb, 、 ith (, り 

(1986) および山倉「経営戦略と 組織」 ( 都築 栄 
( 編 ) 『現代企業経営論 ], 新評論， 1984 年． ), 
岸田民樹『経営組織と 環境遇 ルむ ], 三 韻書房， 
19 ㏄． 

り陣尽幸 - 郎 「組織の成長と 変革」， り 、 林 幸一郎 

他 ( 編 )  7 組織社会学 コ ，サイエンス 社 ， 1988 年 
また組織文 ィヒ については E  .  SChein  (1985). 
B.  Gray  and  S. Aris5, "Politics  and  Strategic 

Change  Ac Ⅰ oss  OrganizaHonal  Life  Cycles", 
d  。 ほ d ピ仰ソ 。 Ⅰ M4 れ 乙 gem ピ櫨且ピひ i6 町， 10-4, 1985. 

D.  Nadler,  "Managing  OTganizationaI 
Change", Ⅰ 0 ひ Ⅰ れ 0z  0 ⅠⅠ クタ He ぱ Be ヵ 乙ひテ 0 Ⅰ 0z  Sci- 

どれ Ce,  17,  1981. 
D.  A.  ル Vhetten,  "Intero Ⅰ ganizationaI  Rela- 

tjons",  edited  by  J.  Lorsch,  H4 れ ば も 00 ん 0 Ⅰ 
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Or 糾市 z" ゎ on"zB 功 " ひ iou,,  1986. 

組織間関係論の 分析枠組の現状については ，山 

倉 (1981)  および " 「組織の組織」論の 構想 ", 
横浜経営研究， 7 Ⅰ， 1986 年を参照のこと． 

J.  Pfe は er  and  G.  SaIancik  (1978)  および J. 
Pfe は er, "A  Resource  Dependence  Pers 膵 ctive 

on  IntercoTpoTate  ReIations", M. S. MizTuchi 
and M. Schwartz (eds) 7nteTcorpPorate Rel 牛 

ガ ㎝ s; Canbrldge, 1987. 

資源依存パースペクティブの 意味については ， 

AstIey ぬ Van de Ven (l9 ㏄ ) を参照のこと． 

資源依存パースペクティブへの 批判としては ， 

主なものとして 分析レベルの 問題，分析視角の 
問題， キ 一概念のとりあ げ方などがあ る． 

第一の課題については ， J 、 Pfe Ⅱ er  and  G  . 

SaIancik  (1978);  H  . AIdrich,  OTgonizafion$ 

ond  E れ Uironme 耐 $,  Prentice-hall,  1979.;  J. 

Pfe Ⅱ er  (1987). 
第二の課題については ， R.Emerson,  "Power- 

Dependence  ReIations",  メ抑 ericon  So ㎡ oJogi- 

ca4  Re ㎡。 u  ,  27.  1962. 

K  .Cook,"Exchange  and  Power  in iNetwNet  orks 

of  In Ⅰ 虹 Ⅰ organizational  Relations 。 ， T わビ Soci- 

oloSicaf  Ouar 化 rfy  l8,  1977. 

寺本義也 " ネットワーク 組織と パワ         組織 

科学 21 巻 1 号， 19 ㏄ 年   
J.  P 正 eS ㏄ and  G.  SaIancik  (1978)  の 可 〒， 訪色 をも 

とに，私自身が 自律化戦略，協調戦略，政治戦 
略と名づけたものであ る． 

組織間調整メカニズム ，とりわけ協調戦略に 含 
まれるもの ( 合弁，業務提携など ) の違いに焦点、 
をおいた議論としては ， B. Bo,ys and D. B, 

Jemison, "Hybhd A 打 angement, a5St,ategic 

A Ⅲ ance", dcn ぬ my o/ Mannge 化㎡ ReUigW, 
Ⅰ 4-2,  1987. 

K.  Ha Ⅰ rigan,  S 打Ⅰ 甘ピ 9i85  「 or  Ⅰ oi れ Ⅰ ア 6 れ 士ひ Ⅰ 6J, 

LeXington  BO0ks, 1985. 

T.  G,  Cummin ざ ，。 Transorganizational  De- 

velopment",  R ビど e 乙 Ⅰ c わ Ⅰ n  O グど はれねめが 0 れほ %  Be- 

ヵ d ひ io ひ T, vo1. 6,JAI  P Ⅰ ess, 1984. 

T. A. Kochan  and  L. Dyer, "A  Model of  Or. 

ganiza 廿 onalChange  in  the  ConteXtofUn ニ on. 

Management  Relations", Ⅰ 0 ひ ㌃れは z  0 Ⅰ ガ タタ ガビ d 

Be ん d ひ i0 チは Ⅰ $ci ピの c を，Ⅰ 2, 1976. 

K, Miles, Co 伊竹 Noi なほれば Co ゆ 竹切 e  Stro 勒り ・ 

gi06, P Ⅰ enhce-hall, 1982. 

たとえば J. St0pfo Ⅰ d  and  L.Wells,M0 打の 9i れ g 

Ⅰ わ e  M ひれ 乃 %0 ㎡の ?Ia Ⅰ E 打招ァク ㎡ $e,  Basic  B00ks, 

1972. 
P. Lorange,"Coope Ⅰ ative  Strategies: PIanning 
and  ControI  Conside Ⅰ a Ⅱ ons",  N.  H0od  and 
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Jan-E,ik  VahIne  (eds)  St 竹柏 9i6J  伍 Gzob が 

Com タそ劫侮 れ， Croom  Helm,  1988, 

P.  Lorange,  Co ゆ 。 Ⅰ df そ P Ⅰ On れ ずれ g,  P Ⅰ enHce. 

HaII,  1980,  R.  Edwa 工 d  F Ⅰ㏄ man,  S Ⅰ r は 拷 9 わ 

M0noge 仰 ent:  ガ StnA6 ヵ。 付竹刀 ppro0c ゎ ， Pit- 
man,  1984. 

「組織の組織」論の 内容については ，山倉 (1986) 
を 参照のこと． 

高田保馬『社会学概論』，岩波書房， 1951 年 ． 

塩原勉『組織と 運動の理論』，新 曜社 ， 1976 年． 
資源依存パースペクティブとともに ，共同戦略 

(ColIective Strategy) モデルや制度化モデルの 
成果にも充分配慮しつつ 議論が行われなければ 
ならない． 
W.G  .Astley  and  C.J.Fombrum, 。 。 CoIlective 

Strategy",, ガ c 穣はピ m ノ o Ⅰ M Ⅰれ口 g そ me れ亡 Re ひ石 e 町， 

8,  1983. 

P. J. Dimaggio  and  W. Powell,  ."The  IT0n 
Cag Ⅰ Revisite は "",  メ 御そⅠ 石 C ほれ よ 0 Ⅰ ァ 0 Ⅰ 0 ど Ⅰ 乙れ Ⅰ R ビ - 

ひ石 6%,  1983, 

Astley  and  Van  de  Ven  (198% 

何が変動するのか ，いかに変動して い くのかな 

どの議論の検討が 行われなけれ ば ならない， 
V. H. Staber,  Ⅰ ゎ g  Orga ぬ zofionaz  Pro タ節 tie$ 

o/  Trn ぬガ Jsociafi ㎝ s, Ph.D., 1982. 

K. G, Provan, "The  Fderation  as an  Inter. 

organizationalLinkage  NetwoTk", メ codem ノ of 

Mnnageme 耐火ビ ひ iew, 8, 1983. 

ライフサイクル 論 とむすびつけた 媒介組織の形 
成，展開の議論として ， T 、 A. D,Aunno  and 

H. S 、 Zuckerman,  "A  Life-CycIe  M ㏄ el  of 
Organizational  Federations",  メ ca ぬ m ノ of 

M 仰 agemg ㎡ Re ひ ieu,  12%,  1987. 

歴史の重要性Ⅰこついては ， NadIeT  and  Tush- 

man  (1988)  を参照のこと． 

丁 昭和 63 年度企業白書一差異化の 時代一山，経済 
同友会， 19 ㏄年を参照のこと． 
C. A.  Ba Ⅰ llett,  "BuiIding  and  Managing  the 

Transnational",  M.  Por Ⅰ e Ⅰ (ed)  Co 用 ク俺 ㎡㎝ 

肪 G Ⅰ。 50 ， Tnd ひ ⅠⅠⅠ化 $, HaWa Ⅰ d  Busine5sS 山 ㏄ 1 

Press, 1986. のダイナミックネットワークモデ 

ルとほぼ同じ 発想といってよい． 

C.A. Bartlett (1986) および [ 企業白書コを 参照・ 

のこと． 

グループレベルの 人事も重要なものとなる． 
戦略的調整にはグループビジョンの 策定と グル 

一プ 戦略の立案が 含まれる．情報による 支援は 
情報をつうじてグループ 企業を支援することで 
あ り，事業展開のために 必要な情報を 提供する 
ととも情報共有の 仕組みをつくることであ る． 

( や まくら けんし 横浜国立大学経営学部助教授 コ 


